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１．国民年金適用・保険料収納事業の概要
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○ 機構は、納付率の向上に向け、各種取組についての数値目標や具体的なスケジュールを定めた行動計画を機構全体及び

年金事務所ごとに策定し、行動計画の進捗管理を行いながら取組を推進。

○ 所得情報を基に、未納者を強制徴収対象、納付督励対象、免除等申請勧奨対象に区分し、さらに未納月数毎に細分化し、

各区分の未納者属性に応じた督励・勧奨方法、スケジュールを明確にして督励等を実施。

２．国民年金保険料収納対策に係る行動計画における取組

○短期未納者
・速やかな初期対応及び２次対応を
含めた各督励の連携

（文書→電話→戸別（繰り返し））

○中期未納者
・強制徴収を前提とした督励
・口座振替申請書受理の徹底

○短期未納者
・速やかな初期対応及び２次対応を
含めた各督励の連携

（文書→電話→戸別（繰り返し））

○中期未納者
・各督励の連携
・口座振替申請書受理の徹底

納 付 率 の 向 上 及 び 未 納 者 数 減 少 へ の 取 組 （ 概 念 図 ）

○強制徴収対象者
・強制徴収の早期着手及び速やかな滞納処分へ
の移行

○長期未納者
・強制徴収を前提とした督励
・口座振替申請書受理の徹底
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○「申請免除（全額・多段階）制度」の周知及び申請書の提出勧奨の徹底
→ 所得情報による新たな納付困難者に対する申請勧奨の徹底
→ 継続免除却下者に対する速やかな納付督励及び多段階免除申請勧奨の実施

○「学生納付特例制度」「若年納付猶予制度」の周知及び申請書の提出勧奨の徹底
→ 所得情報による新たな納付困難者に対する申請勧奨の徹底
→ 継続免除（若年）却下者に対する速やかな納付督励及び多段階免除申請勧奨の実施

○多段階免除承認者（１／４、半額、３／４） ・承認と同時に納付督励を実施

免
除
等
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未納月数 １３ ～ ２４７ ～ １２１ ～ ６  
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３．国民年金保険料収納対策に係る平成２３年度行動計画（概要）

中期計画の目標 

○最終納付率：現年度納付率から４～５ポイント程度の伸び幅確保を目指す 

○現年度分：当面納付率の低下傾向に歯止めをかけ、回復させることを目標（具体的には２１年度の納付実績を上回り、更なる改善を目指

す） 

・口座振替実施率：前年度と同等以上の水準確保を目指す 

・コンビニ納付等：前年度の件数以上の水準確保を目指す 

 

１．機構全体の目標 

（１）平成２１年度の最終納付率は、平成２１年度の現年度納付率から４～５ポイント程度の伸び幅を確保。 

（２）平成２２年度分の平成２３年度末納付率は、平成２２年度末から２～３ポイント程度の伸び幅を確保。 

（３）平成２３年度の現年度納付率は、平成２１年度と同程度の水準を確保する。 

（４）口座振替実施率は、前年度と同等以上の水準を確保する。 

（５）コンビニエンスストア、インターネットバンキング及びクレジットカードによる納付件数の合計数については、前年度以上の水準

を確保。 

 

２．市場化テスト事業 

（１）年金事務所は、受託事業者の納付督励実施結果の分析・評価を行い、毎月１回、受託事業者と収納対策に関する月例打合せ会議を

県単位で開催し、必要な改善要請等を実施。 

（２）ブロック本部は、年金事務所と受託事業者との月例打合せ会議に全て出席し、収納対策の内容及び取組時期等について指導・助言

を行うほか、他県の打合せで聴取した問題点や好取組事例などを情報提供。 

（３）機構本部は、受託事業者とのヒアリングを原則として四半期に１回（改善指示を行った受託事業者については２ヶ月に１回）実施

し、各ブロック本部からの情報等に基づき、督励方法の見直し等の指導・要請を実施。 
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３．強制徴収 

（１）強制徴収の対象者 

強制徴収対象者は、控除後所得５００万円以上、未納月数１３月以上の者とする。（任意加入被保険者等を除く） 

（２）進捗管理の徹底 

新規着手から２年以内に完結するサイクルの確立を図ったうえで、新規着手案件すべてが完納に結び付くよう取組みを強化。 

（３）財務大臣（国税庁）への滞納処分等の権限委任  

財務大臣（国税庁）への滞納処分等の権限委任要件（滞納月数が２４月以上で、滞納者又は連帯納付義務者の直近の所得金額が 1,000

万円以上）に該当する可能性のあるもの全件について、ブロック本部と事務所は共同で財産調査や差押えを実施し、完納にならない

場合は、督促から３ヶ月を目途に財務大臣（国税庁）への滞納処分等の委任手続きを実施。 

 

４．体制整備 

（１）要員の確保 

（２）研修の充実・強化 

 

５．その他 

収納対策強化指定年金事務所の指定 

強制徴収など国民年金保険料収納対策が低調な年金事務所を「国民年金収納対策強化指定事務所」として指定し、納付率改善のため

の指導を強化。（29 か所を指定） 
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納付書送付

納付期限（翌月末）

納付方法
●納付書により金融機関、コンビニで納付

●口座振替、クレジット、インターネットバンキング納付

４．国民年金保険料の徴収事務の流れ

十分な保険料負担能力がある方で、度重なる納付督励を行ったにもかかわらず、保険料の納付がない場合

には、ご本人又は連帯納付義務者となる配偶者や世帯主の財産差押えを実施。

納付書送付

納付期限（翌月末）

市場化テスト受託事業者

による納付督励

最終催告状送付

納付方法
●納付書により金融機関、コンビニで納付

●口座振替、クレジット、インターネットバンキング納付

納付相談
（年金事務所、市町村窓口、市場化テスト受託事業者）

所得が少ないなど、保険料を納めることが経済的に困難な

場合には、本人の申請により保険料の納付を免除又は猶

予。
●全額免除、一部免除制度

●若年者納付猶予制度

●学生納付特例制度

４．国民年金保険料の徴収事務の流れ

十分な保険料負担能力がある方で、度重なる納付督励を行ったにもかかわらず、保険料の納付がない場合

には、ご本人又は連帯納付義務者となる配偶者や世帯主の財産差押えを実施。

最終催告状の指定期限までに納付等がない場

合、戸別訪問などによる督励を行い、納付の

意思を確認。

保険料を納付する意思がないと判断されたと

きに督促状を送付。

納付書送付

納付期限（翌月末）

市場化テスト受託事業者

による納付督励

最終催告状送付

納付督励・来所通知

督促状送付

差押予告通知

納付方法
●納付書により金融機関、コンビニで納付

●口座振替、クレジット、インターネットバンキング納付

納付相談
（年金事務所、市町村窓口、市場化テスト受託事業者）

所得が少ないなど、保険料を納めることが経済的に困難な

場合には、本人の申請により保険料の納付を免除又は猶

予。
●全額免除、一部免除制度

●若年者納付猶予制度

●学生納付特例制度

国

税

庁

前年所得が1,000万円以上、かつ24
月以上の未納者で、悪質性又は困

難性のある事案を委任。

４．国民年金保険料の徴収事務の流れ

十分な保険料負担能力がある方で、度重なる納付督励を行ったにもかかわらず、保険料の納付がない場合

には、ご本人又は連帯納付義務者となる配偶者や世帯主の財産差押えを実施。

督促状の指定期限までに納付がない場合は、差

押えの対象になる財産調査を実施。

最終催告状の指定期限までに納付等がない場

合、戸別訪問などによる督励を行い、納付の

意思を確認。

保険料を納付する意思がないと判断されたと

きに督促状を送付。

納付書送付

納付期限（翌月末）

市場化テスト受託事業者

による納付督励

最終催告状送付

納付督励・来所通知

財産調査

督促状送付

差押予告通知

財産差押え

納付方法
●納付書により金融機関、コンビニで納付

●口座振替、クレジット、インターネットバンキング納付

納付相談
（年金事務所、市町村窓口、市場化テスト受託事業者）

所得が少ないなど、保険料を納めることが経済的に困難な

場合には、本人の申請により保険料の納付を免除又は猶

予。
●全額免除、一部免除制度

●若年者納付猶予制度

●学生納付特例制度

預貯金、売掛金、給与、生命保険解約返戻金、

自家用車など、ご本人又は連帯納付義務者とな

る配偶者や世帯主の差押えを実施。

国
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難性のある事案を委任。
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十分な保険料負担能力がある方で、度重なる納付督励を行ったにもかかわらず、保険料の納付がない場合

には、ご本人又は連帯納付義務者となる配偶者や世帯主の財産差押えを実施。

督促状の指定期限までに納付がない場合は、差

押えの対象になる財産調査を実施。

最終催告状の指定期限までに納付等がない場

合、戸別訪問などによる督励を行い、納付の
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保険料を納付する意思がないと判断されたと

きに督促状を送付。
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場合には、本人の申請により保険料の納付を免除又は猶

予。
●全額免除、一部免除制度

●若年者納付猶予制度
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５．国民年金保険料収納事業（市場化テスト）の実施状況

概 要

○ 国民年金保険料の収納事業のうち、強制徴収や免除等申請勧奨を除く納付督励業務等を包括的に民間委託し、民間事業者の創意工夫や

ノウハウを活用する「市場化テストモデル事業」として、平成１７年１０月から５か所の社会保険事務所を対象に実施。

○ 平成１９年１０月からは、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」に基づく事業として、９５か所の社会保険事務所を

対象に「市場化テスト」を実施。

○ 現在、平成２１年１０月契約（４業者、１２７年金事務所）及び平成２２年１０月契約（３業者、１８５年金事務所）に基づき、すべ

ての年金事務所で市場化テスト事業を実施。なお、免除勧奨業務については平成２１年１０月から民間委託を実施。

＜市場化テスト事業の変遷＞

モデル事業（ ５か所）
市場化テスト（ ９５か所）
契約期間 H19.10～H22.9モデル事業（ ３０か所）

市場化テスト（１８５か所）
契約期間 H22.10～H24.9

市場化テスト（ ９０か所）
契約期間 H20.10～H22.9

市場化テスト（１２７か所）
契約期間 H21.10～H24.9

17
年
10
月

18
年
7
月

19
年
10
月

20
年
10
月

21
年
10
月

22
年
10
月
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注１： 要求水準は事業の目標納付率を達成するために設定した水準、最低水準は委託する前年度の納付率を維持するために設定した水準。

注２： 平成21年10月に委託した事業者に対しては、平成23年4月に業務改善計画の作成を指示し、５月以降定期的にフォローしている。

① 達成状況

２．要求水準（達成目標）の達成率

実施年度 年度区分 要求水準 実績 達成率

現年度 5,569,137月 2,756,131月 48.40%

平成21年10月開始(127事務所) 過年度1年目 4,858,596月 3,344,715月 68.60%

(平成22年5月～平成23年4月） 過年度2年目 1,861,120月 1,191,349月 64.00%

免除等承認 1,912,409月 1,754,970月 91.80%

現年度 8,178,618月 5,102,518月 62.40%

平成22年10月開始(185事務所) 過年度1年目 1,725,828月 2,250,210月 130.40%

(平成22年10月～平成23年4月） 過年度2年目 1,416,668月 1,610,854月 113.70%

免除等承認 1,036,808月 1,127,768月 108.70%

１．現年度納付率と要求水準、最低水準の達成率

現年度納付率 達成率

平成22年11月末 平成23年11月末 増減 要求水準（注１） 最低水準（注１）

平成21年10月開始（127事務所） 60.6% 60.6% 0.0% 34.6% 48.9%

平成22年10月開始（185事務所） 55.1% 55.0% ▲0.2% 55.0% 71.5%

合 計 56.7% 56.5% ▲0.2% 47.6% 63.8%
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② 納付督励手法別の実施状況

（２）滞納者一人当たりの一ヶ月当たりの督励回数

実施年度 電話 文書 戸別訪問 合計

平成21年10月開始(平成22年5月～平成23年4月） 0.25回 0.05回 0.01回 0.31回

平成22年10月開始(平成22年10月～平成23年4月） 0.21回 0.07回 0.03回 0.30回
＜参考＞

旧社会保険事務所（平成20年5月～平成21年4月） 0.05回 0.10回 0.18回 0.33回

（１）納付督励全体における手法別の割合

平成21年10月開始（平成22年5月～平成23年4月）

電話督励 文書送付 戸別訪問

80.10% 15.40% 4.10%

平成22年10月開始（平成22年10月～平成23年4月）

電話督励 文書送付 戸別訪問

68.20% 22.90% 8.90%

＜参考＞旧社会保険事務所（127事務所）平成20年5月～平成21年4月
電話督励 文書送付 戸別訪問

14.10% 30.60% 55.30%
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③ 国民年金保険料収納事業（市場化テスト）の評価（概要）

国民年金保険料収納事業については、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」に基づき評価を行うこと
とされており、平成２４年２月に内閣府（官民競争入札等監理委員会）が行った評価の概要（一部抜粋）は以下のとおり。

１ 実施状況に関する評価
・ 要求水準の実績（達成率）は、２１年度開始分では、どの年度区分等（現年度、過年度１年目、過年度２年目、免除
等承認）においても、達成率が１００％未満であるが、２２年度開始分では、現年度を除き、達成率が１００％を超え
るなど改善が見られる。
・ 納付督励の実施手法別の実施件数をみると、２１年度開始分では電話督励は大幅に増加しているが、戸別訪問による
督励件数は激減し、実施件数合計でも減少するなど、量（規模）の面で必ずしも十分な実施体制とはなっていない。

２ 今後の事業について
①要求水準（達成目標）の見直しについて

これまでの納付率低下の要因を分析し、実績や経済状況等も織込んだ上で、現実的に受託民間事業者が達成可能な水
準（かつ納付率の低下傾向に歯止めをかける水準）を設定することが求められる。

②効果的な納付督励の実施について
督励業務を行うための一定の量（規模）を確保する観点から、戸別訪問に最低限必要な訪問員の設置数や督励頻度の

引き上げなど実施体制の強化について検討を行う。

③安値入札の是正
これまでの安値入札の状況を見ると、まだまだコストをかけて実施体制を改善する余地があると考えられる。このた

め、本事業において期待する実施体制（督励業務を行うための一定の規模）を明示した上で、適正な価格での入札参加
を促す必要がある。

④連携の強化、準備期間の十分な確保
構本部（及び年金事務所）の指導体制をこれまで以上に強化するとともに、受託民間事業者からの声を吸い上げ、分

析・活用できる体制をとることで、双方向から実施体制の強化を図る。
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＜参考資料＞

①　国民年金適用収納業務に係る実績 　　　　＜平成23年度は、23年11月末現在＞

1 19,382,219 人 18,994,328 人

2 29.0 ％ 27.2 ％

3 59.3 ％ 56.5 ％

（平成20年度）
66.8

％
（平成21年度）

64.8
％

（平成21年度）
63.2

％
（平成22年度）

61.8
％

5 36.0 ％ 34.3 ％

13,081,562 件 9,523,583 件

①コンビニエンスストア（平成16年2月～） 11,637,070 件 8,428,111 件

②インターネットバンキング（平成16年4月～） 410,465 件 286,636 件

③クレジットカード（平成20年2月～） 1,034,027 件 808,836 件

7 24,232 件 24,592 件

8 10,583 件 7,208 件

9 3,379 件 2,645 件

注）第1号被保険者数（任意加入除く）に占める、法定免除者、申請全額免除者、学生納付特例者及び若年者納付猶予者数の合計の割合。

平成２２年度 平成２３年度

最終催告状発送件数

差押執行件数

項              目

第１号被保険者数（任意加入被保険者含む）

全額免除等割合（注）

現年度納付率

口座振替実施率

6

コンビニ等納付件数（年度累計）

内
訳

督促状送付件数

過年度納付率4
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②　国民年金保険料　納付率（現年度）の推移（平成１９～２３年度）

４月

（5月末）

５月

（6月末）

６月

（7月末）

７月

（8月末）

８月

（9月末）

9月
（10月末）

10月
（11月末）

11月
（12月末）

12月
（1月末）

１月

（2月末）

２月

（3月末）

３月

（4月末）

平成19年度 55.7  58.7  60.5  60.1  60.4  61.1  61.7  62.6  62.8  63.1  63.4  63.9 

平成20年度 54.3  57.4  58.9  58.5  58.8  59.4  59.9  60.7  60.9  61.1  61.5  62.1 

平成21年度 52.7  55.6  56.9  56.6  56.9  57.5  58.0  58.8  58.9  59.0  59.4  60.0 

平成22年度 51.5  54.1  55.2  55.1  55.4  56.0  56.7  57.5  57.9  58.2  58.7  59.3 

平成23年度 51.3  53.9  55.2  55.0  55.3  56.0  56.5 

50

55

60

65

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

現

年

度

納

付

率

(％)
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計画数値（件）

A

実績数値（件）

B

達成率
(B／A)

1 85,496 101,859 119.1% 149,708

2 617,100 652,352 105.7% 1,071,509

12,425,215 12,368,570 99.5% 18,096,168

（うち、免除ﾀｰﾝｱﾗｳﾝﾄﾞ送付件数） 1,671,679 1,412,192 84.5% 1,803,229

③　国民年金保険料収納対策に係る平成２３年度行動計画進捗状況
　　（年金事務所における　５～１１月に係る取組）

3

項              目

電話勧奨件数

年間目標数値(件)

戸別訪問件数

文書勧奨件数

（うち、定時分納付書送付件数） 1,085,937 969,147 89.3% 1,085,937

（うち、最終催告状送付件数） 20,603 24,592 119.4% 35,896
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平成２３年１２月末

件数
対象月数

①
件数

対象月数
②

件数
納付月数

③
割合

（③/①）
納付月数

④
割合

（④/①）
納付月数

⑤
割合

（⑤/②）

H22年度に強制徴収
に着手したもの

24,232 525,759 11,864 263,172 5,487 362,741 69.0% 249,534 47.5% 113,207 43.0%

H23年度に強制徴収
に着手したもの

28,860 622,361 7,110 167,378 146 160,343 25.8% 136,234 21.9% 24,109 14.4%

合計 53,092 1,148,120 18,974 430,550 5,633 523,084 45.6% 385,768 33.6% 137,316 31.9%

差押え
最終催告状・督促状

による納付
最終催告状による納付 督促状による納付

＜　参　考　＞

④　強制徴収の状況（平成22年度、平成23年度に着手したもの）

最終催告状送付 督促状送付
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